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【第 204 回国会】令和３年４月 16 日（金）、第 19 回の委員会が開かれました。 

 

１ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の一部を改正する法律案（内閣提出第 59 号） 

・坂本国務大臣、熊田総務副大臣、山本厚生労働副大臣、古川総務大臣政務官、大隈厚生労働大臣政務

官、朝日国土交通大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行い、質疑を終局しました。 

・採決を行った結果、全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

（賛成－自民、立民、公明、共産、維新、国民） 

・平将明君外６名（自民、立民、公明、共産、維新、国民）から提出された附帯決議案について、阿部

知子君（立民）から趣旨説明を聴取しました。 

・採決を行った結果、全会一致をもってこれを付することに決しました。 

（賛成－自民、立民、公明、共産、維新、国民） 

（質疑者）冨岡勉君（自民）、江田康幸君（公明）、塩川鉄也君（共産）、阿部知子君（立民）、金子恵美

君（立民）、早稲田夕季君（立民）、山花郁夫君（立民）、藤田文武君（維新）、小宮山泰子君

（立民）、岸本周平君（国民） 

 

（質疑者及び主な質疑事項） 

 

冨岡勉君（自民） 

 

（１） 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の一部を改正する法律案（以下「本法律案」とい

う。）提出の趣旨 

（２） 事業者による合理的配慮の提供の義務化 

ア 義務化により実現が期待される社会 

イ 合理的配慮の好事例の収集等の具体的取組 

（３） 障害を理由とする差別に関するワンストップ相談窓口の設置 

ア 進捗状況及び今後の在り方 

イ 施行準備等のスケジュール感 

（４） 電話リレーサービス制度の概要及び利用状況 

 

江田康幸君（公明） 

 

（１） 本法律案提出の趣旨 

（２） 本法律案提出の検討における当事者及び関係者からの意見聴取の方法及び意見の内容 

（３） 事業者による合理的配慮の提供の義務化による、障害者差別の解消への寄与 

（４） 障害を理由とする差別に関する相談体制の拡充及びワンストップ相談窓口の設置の必要性 

（５） 地方公共団体に事業者による合理的配慮の事例収集等の努力義務を課した理由 

（６） 施行日を公布から起算して３年を超えない範囲内において政令で定める日とした理由及び施行日ま

での準備の進め方 

（７） 本法律案の成立に向けた坂本国務大臣の決意 

 

塩川鉄也君（共産） 

 

（１） 差別の定義 

ア 直接差別、間接差別、関連差別及び合理的配慮の不提供を差別と定義する必要性 

イ 本法律案に差別の定義に関する検討規定を設ける必要性 

（２） 障害者差別に関する事例及び相談 
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ア 事例収集のための取組状況 

イ 相談件数及び差別解決の実績 

ウ 約５割の地方公共団体においてイを把握していない状況に対する国の責任 

エ 地方公共団体の事例を踏まえて相談及び紛争解決に係る体制整備に向けた国の取組状況 

オ 市町村や都道府県を問わずに相談ができる重層的な体制整備の必要性 

カ 地方公共団体の相談窓口に法律の専門家等を配置するための国の財政措置の必要性 

（３） 障害者差別解消支援地域協議会 

ア 設置状況及び未設置の地方公共団体に対する国の対応策 

イ 協議会に障害者が参加する必要性 

（４） 事業者による合理的配慮の提供義務化 

ア 実効性を担保するために独自の制度を設けている地方公共団体の事例 

イ 実効性を担保するために国として事業者に対する助成制度を設ける必要性 

 

阿部知子君（立民） 

 

（１） 盲導犬の同伴拒否経験者の割合が過半数を超える等の全国盲導犬施設連合会の調査報告に対する坂

本国務大臣の認識 

（２） 国が収集している障害者差別に関する裁判例及び裁判外の紛争解決事例 

（３） 障害者差別の解消に向けた条例の制定を国として推進する必要性 

（４） 障害者及び障害者関係団体を障害者差別解消支援地域協議会の構成員とするよう「障害を理由とす

る差別の解消の推進に関する基本方針」に明記する必要性 

（５） ホームドアの設置 

ア 国土交通省による視覚障害者のホーム転落事故防止対策 

イ ホームドア設置に係る国の補助率を1/2に引き上げる必要性及びホーム転落事故に関して障害者

を構成員とする常設の検証委員会を設置する必要性 

（６） 中途失明者の歩行訓練について時間や場所を問わずに行うことができるよう見直す必要性 

 

金子恵美君（立民） 

 

（１） 差別の定義及び差別が存在する理由についての坂本国務大臣の見解 

（２） 本法律案の提出に至るまでに時間を要した理由 

（３） 他の機会に合わせる形ではなく不断の取組を行う必要性 

（４） 本法律案において、議論をしたものの盛り込めなかった内容が多々ある理由 

（５） 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（以下「障害者差別解消法」という。）に基づき社

会全体が改善されているか及び今後の改善状況のチェックの方策 

（６） 見直し規定がなくても必要に応じて法改正ができることの確認 

（７） 障害者基本計画に関して関係大臣に勧告を行った件数 

（８） 障害者差別解消法に基づく差別を解消するための支援措置としての普及啓発の取組状況 

（９） 障害児に対し、通常学校との分離や通常学校において合理的配慮が提供されない事案が生じている

ことに対する坂本国務大臣の見解 

（10） 女性の障害者や障害児に対する複合差別を本法律案に盛り込まなかった理由 

 

早稲田夕季君（立民） 

 

（１） 障害者基本法又は障害者差別解消法において障害者権利条約の文言を差別の定義として規定した上

で基本方針・ガイドラインの策定、運用を適切に行う必要性 
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（２） 次期改正において定義を明記する必要性 

（３） ワンストップ相談窓口 

ア 国におけるワンストップ相談窓口を内閣府に設置することについての坂本国務大臣の見解 

イ 自治体における相談窓口において、聴覚障害者も利用しやすいようファックス、メール、ＳＮＳ

等の利用を国から働きかける必要性 

（４） インクルーシブ教育の推進 

ア 通常学校においても、看護師のみならず教員やヘルパーがたんの吸引等の医療的ケアを行うこと

についての文部科学省の見解 

イ 地域の高校への通学に福祉タクシーを利用することの可否についての文部科学省の見解 

（５） 放課後等デイサービスの一般事業所についての令和３年度障害福祉サービス等報酬改定の進捗状況 

（６） 医学部において障害者差別解消法も学ぶようカリキュラム改定を検討する必要性及び医療事業者向

けガイドラインを改定し、医師会、病院協会に働きかける必要性 

（７） 次期医療計画において、精神病床の基準病床の算定式を見直す必要性 

 

山花郁夫君（立民） 

 

（１） 新型コロナウイルスワクチン接種 

ア 厚生労働省における聴覚障害者向けのＦＡＸやメールによる相談窓口の開設状況 

イ 自治体における聴覚障害者向けの相談窓口の開設に向けた厚生労働省の対応 

（２） 障害者差別解消法に障害に基づく差別の定義を具体的に明記する必要性 

（３） 事業者による合理的配慮 

ア 条例により事業者による合理的配慮を義務化している自治体における混乱やトラブルの事例の有

無 

イ 合理的配慮に係る広報活動の検討状況 

ウ 事業者からの相談に対応する窓口を設置する必要性 

エ 合理的配慮に係る事業者側の説明責任を工夫する必要性 

（４） 障害者に対する差別を解消するため、更なる取組を進める必要性 

 

藤田文武君（維新） 

 

（１） 障害者差別解消法に基づく合理的配慮について事業者側からの相談体制を整備する必要性 

（２） 障害者の解雇に係る直近の状況 

（３） 政府の障害者雇用 

ア 採用者数及び離職者数の直近の状況 

イ 離職率の評価及び離職理由の分析の有無 

ウ 過去の採用関連のデータを整理して保管する必要性 

エ 雇用された障害者に係る定性的な検証の有無 

オ 政府の取組が好事例と言えるのかの確認 

 

小宮山泰子君（立民） 

 

（１） 環境整備の推進 

ア 合理的配慮を行うための環境整備を推進するための具体的施策 

イ 建築物のバリアフリー化等の環境整備の推進に関する取組 

ウ 避難所となる既存の公立小中学校等のバリアフリー化に関する取組 

エ 小規模店舗等のバリアフリー化に対する助成措置の制度化 
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オ 特別支援学級の現状及びインクルーシブ教育導入への障壁並びに教育現場における合理的配慮の

ための環境整備の必要性 

カ 厚生労働省作成のパンフレット「発達障害の理解のために」の更新版発行の必要性 

   キ 合理的配慮の提供の周知徹底のための取組 

（２） 障害者基本法 

   ア 見直しを行う必要性 

   イ 見直しに関する議論をいつまで続けるかの確認 

 

岸本周平君（国民） 

 

（１） 新型コロナウイルスワクチン接種 

ア ワクチン接種円滑化システム（Ｖ－ＳＹＳ）の接種回数の表示機能に関するシステムエラーの原

因 

イ ワクチン廃棄数の集計方法を改善する必要性 

（２） 盲聾者の投票環境が期日前かつ限定された投票所のみとされている運用を改善する必要性 

（３） 障害者差別解消法の合理的配慮の提供に関する「負担が過重でないとき」という前提を改善する必

要性 


